
月刊　指定管理者制度　08.12月号　40

官民連携手法による
　公的資産マネジメント

（9）地方公共団体における
     PRE戦略導入の基本プロセス

維
持
管
理
費
の
増
大
、
市
町
村
合
併

に
よ
る
行
政
組
織
の
縮
小
化
傾
向
な

ど
、
行
政
の
枠
組
み
自
体
が
変
革
を

迫
ら
れ
て
い
る
。多
か
れ
少
な
か
れ
、

保
有
す
る
資
産
の
ス
ト
ッ
ク
と
、
そ

れ
ら
を
持
続
的
に
維
持
す
る
だ
け
の

財
政
力
と
の
バ
ラ
ン
ス
は
既
に
崩
れ

始
め
て
い
る
と
い
っ
て
よ
い
。
こ
う

し
た
環
境
変
化
に
対
応
す
る
た
め
に

は
、
保
有
す
る
不
動
産
を
適
切
な
状

態
に
保
つ
こ
と
の
み
な
ら
ず
、「
そ
も

そ
も
保
有
す
べ
き
か
ど
う
か
」
と
い

う
観
点
で
資
産
の
配
分
を
見
直
し
、

売
却
処
分
や
大
規
模
な
再
投
資
も
含

め
た
戦
略
的
な
資
産
管
理
を
計
画
・

実
施
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
。
言
い

換
え
れ
ば
、
Ｐ
Ｒ
Ｅ
戦
略
と
は
、
地

方
公
共
団
体
が
施
策
目
標
を
最
も
効

率
的
に
実
現
す
る
た
め
に
不
動
産
の

所
有
・
利
用
形
態
を
見
直
し
、
資
産

ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ
を
最
適
化
す
る
た

め
の
枠
組
み
で
あ
る
。

　
２　

�

Ｐ
Ｒ
Ｅ
戦
略
の
導
入
に�

む
け
て

　　

Ｐ
Ｒ
Ｅ
戦
略
の
実
践
は
、
マ
ネ
ジ

メ
ン
ト
サ
イ
ク
ル
に
基
づ
く
継
続
的

な
取
り
組
み
が
基
本
と
な
る
。
以
下

に
、
Ｐ
Ｒ
Ｅ
戦
略
を
導
入
す
る
際
の

基
本
的
な
流
れ
を
紹
介
す
る
。

❶
所
有
不
動
産
の
現
状
把
握

　

最
初
の
ス
テ
ッ
プ
と
し
て
は
、
現

在
保
有
し
て
い
る
不
動
産
に
つ
い

て
、
行
政
財
産
・
普
通
財
産
を
含
め

て
全
庁
的
に
棚
卸
し
を
行
い
、
情
報

管
理
を
一
元
化
す
る
こ
と
が
挙
げ
ら

れ
る
。

　

従
来
、
公
共
施
設
は
所
管
部
署

ご
と
に
管
理
す
る
の
が
一
般
的
で
あ

り
、
全
容
を
把
握
す
る
の
が
非
常
に

困
難
で
あ
っ
た
。
さ
ら
に
、
部
署
に

よ
っ
て
把
握
し
て
い
る
デ
ー
タ
の
項

目
が
異
な
っ
て
い
た
り
、
デ
ー
タ
が

　

「
地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
健
全

化
に
関
す
る
法
律
」
の
施
行
に
伴

い
地
方
公
共
団
体
の
債
務
や
負
債
の

顕
在
化
が
懸
念
さ
れ
て
い
る
中
、
最

近
注
目
を
集
め
て
い
る
の
が
Ｐ
Ｒ
Ｅ

（P
ublic R

eal E
state

）
戦
略
と
い

う
概
念
で
あ
る
。

　

本
稿
で
は
、
地
方
公
共
団
体
に
お

け
る
Ｐ
Ｒ
Ｅ
戦
略
導
入
の
流
れ
を
紹

介
す
る
と
と
も
に
、
Ｐ
Ｒ
Ｅ
戦
略
に

関
連
す
る
官
民
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ

の
可
能
性
に
つ
い
て
述
べ
る
。

　
１　

Ｐ
Ｒ
Ｅ
と
は

　

Ｐ
Ｒ
Ｅ
と
は
、
国
や
地
方
公
共
団

体
が
保
有
す
る
公
的
不
動
産
全
般
を

指
す
。「
国
土
交
通
省　

公
的
不
動
産

の
合
理
的
な
所
有
・
利
用
に
関
す
る

研
究
会　

中
間
取
り
ま
と
め
（
平
成

二
十
年
五
月
公
表
）」
に
よ
れ
ば
、Ｐ

Ｒ
Ｅ
戦
略
と
は
、「
公
的
不
動
産
に
つ

い
て
、
公
共
・
公
益
的
な
考
え
方
を

踏
ま
え
つ
つ
、
財
政
的
視
点
に
立
っ

て
見
直
し
を
行
い
、
不
動
産
投
資
の

効
率
性
を
最
大
限
向
上
さ
せ
て
い
こ

う
と
す
る
考
え
方
」
で
あ
る
。

　

近
年
、
多
く
の
地
方
公
共
団
体
で

は
、
借
入
金
残
高
が
増
加
の
一
途
を

辿
る
一
方
で
、
人
口
減
少
に
よ
る
公

共
サ
ー
ビ
ス
需
要
の
低
下
、
既
存
の

公
共
施
設
の
老
朽
化
に
伴
う
修
繕
・
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と
の
整
合
性
・
連
続
性
に
留
意
す
る

必
要
が
あ
る
。

❹
最
適
化
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン

　

次
の
ス
テ
ッ
プ
で
は
、
Ｐ
Ｒ
Ｅ
全

体
の
ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ
最
適
化
に
向

け
、
基
本
方
針
に
基
づ
い
て
個
別
不

動
産
の
所
有
・
利
用
形
態
の
見
直
し

と
対
応
方
策
の
再
検
討
を
行
う
。

　

Ｐ
Ｒ
Ｅ
の
所
有
・
利
用
形
態
と
し

て
は
、
以
下
の
よ
う
な
選
択
肢
が
あ

げ
ら
れ
る
。

・ 

保
有
（
現
状
維
持
／
修
繕
、
貸
付

け
等
）

・ 
更
新
（
建
て
替
え
、
集
約
化
／
複

合
化
、
転
用
等

・ 

処
分
（
都
道
府
県
か
ら
市
町
村
へ

の
譲
渡
、
競
争
入
札
／
プ
ロ
ポ
ー

ザ
ル
等
に
よ
る
売
却
）

・
新
規
取
得
（
購
入
／
賃
借
）

・ 

そ
の
他
（
信
託
／
証
券
化
／
Ｐ
Ｆ

Ｉ
／
リ
ー
ス
バ
ッ
ク
等
）

❺�

所
有
・
利
用
形
態
の
最
適
化
計
画

の
策
定
・
実
行

　

検
討
し
た
個
々
の
資
産
の
所
有
・

利
用
形
態
を
踏
ま
え
、
資
産
全
体
の

管
理
計
画
を
策
定
し
、
具
体
的
な
実

行
段
階
に
移
る
。
な
お
、
次
の
検
証

段
階
ま
で
に
ど
の
程
度
の
進
捗
を
目

指
す
の
か
、
目
標
設
定
を
明
確
に
行

う
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。

❻�

戦
略
実
行
の
効
果
と
課
題
の
検
証

　

計
画
は
、
成
果
を
レ
ビ
ュ
ー
す

る
こ
と
で
初
め
て
有
効
な
も
の
と
な

る
。

　

❺
で
定
め
た
計
画
期
間
の
終
了
後

に
は
、
計
画
を
実
行
し
た
成
果
と
し

て
、
当
初
の
目
標
が
Ｐ
Ｒ
Ｅ
の
望
ま

し
い
ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ
の
実
現
に
向

け
て
ど
の
程
度
達
成
さ
れ
た
か
を
検

証
す
る
。
ま
た
、
そ
の
検
証
結
果
を

踏
ま
え
て
プ
ロ
セ
ス
の
❶
～
❸
に
戻

り
、
基
本
方
針
に
つ
い
て
必
要
な
見

直
し
を
行
う
。

　
３
．�

Ｐ
Ｒ
Ｅ
戦
略
に
お
け
る�

官
民
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ

　

最
後
に
、
Ｐ
Ｒ
Ｅ
戦
略
に
関
連
す

る
官
民
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
（
Ｐ
Ｐ

Ｐ
）
の
あ
り
方
に
つ
い
て
触
れ
て
お

く
。
以
上
の
プ
ロ
セ
ス
に
沿
っ
て
Ｐ

Ｒ
Ｅ
戦
略
を
導
入
す
る
場
合
、
今
後

の
Ｐ
Ｐ
Ｐ
の
あ
り
方
と
し
て
は
２
つ

の
方
向
性
が
考
え
ら
れ
る
。１
つ
は
、

こ
れ
ま
で
の
Ｐ
Ｆ
Ｉ
や
指
定
管
理
者

制
度
の
延
長
線
上
に
あ
る
、
個
々
の

資
産
の
有
効
活
用
等
を
行
う
た
め
の

受
け
皿
と
し
て
の
Ｐ
Ｐ
Ｐ
で
あ
る
。

今
後
は
Ｐ
Ｒ
Ｅ
の
活
用
効
率
を
高
め

る
た
め
、
従
来
は
敬
遠
さ
れ
が
ち
で

あ
っ
た
民
間
事
業
と
の
連
携
な
ど
も

含
め
、Ｗ
ｉ
ｎ-

Ｗ
ｉ
ｎ
の
関
係
に
基

づ
く
Ｐ
Ｐ
Ｐ
の
あ
り
方
が
見
直
さ
れ

て
い
く
と
考
え
ら
れ
る
。

　

も
う
１
つ
は
、
Ｐ
Ｒ
Ｅ
戦
略
を
実

践
す
る
う
え
で
ハ
ー
ド
ル
と
な
っ
て

い
る
、
地
方
公
共
団
体
内
部
の
ノ
ウ

ハ
ウ
不
足
や
人
材
不
足
を
補
完
す
る

た
め
の
Ｐ
Ｐ
Ｐ
で
あ
る
。
今
後
は
地

方
公
共
団
体
が
Ｐ
Ｒ
Ｅ
関
連
の
ソ
リ

ュ
ー
シ
ョ
ン
を
提
供
で
き
る
民
間
事

業
者
（
不
動
産
会
社
、
調
査
会
社
な

ど
）
と
協
力
体
制
を
構
築
し
や
す
い

環
境
や
、
情
報
交
換
の
場
づ
く
り
が

不
可
欠
と
な
る
。
ま
た
、
Ｐ
Ｒ
Ｅ
関

連
業
務
に
対
応
で
き
る
人
材
の
調
達

や
育
成
が
内
部
の
み
で
は
困
難
と
な

る
場
合
に
は
、
業
務
の
包
括
的
な
ア

ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
や
外
部
専
門
家
の

活
用
が
行
わ
れ
る
機
会
の
増
加
も
予

想
さ
れ
る
。

古
い
ま
ま
更
新
さ
れ
て
い
な
か
っ
た

り
な
ど
、
統
計
的
に
情
報
を
収
集
し

分
析
す
る
こ
と
が
困
難
と
な
っ
て
い

た
。

　

戦
略
的
な
資
産
管
理
を
計
画
す
る

た
め
に
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
担
当
部
署

が
所
有
す
る
情
報
を
一
元
的
に
集
約

し
、
分
析
に
必
要
な
情
報
を
整
備
す

る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

❷
有
効
利
用
度
評
価

　

Ｐ
Ｒ
Ｅ
関
連
情
報
を
集
約
し
た
後

に
、
各
資
産
の
現
況
に
つ
い
て
有
効

利
用
度
評
価
を
行
う
。

　

評
価
の
観
点
と
し
て
は
、
経
済
性

（
維
持
管
理
費
、
今
後
の
維
持
管
理
・

修
繕
の
必
要
経
費
等
）や
効
率
性（
稼

働
率
、
一
人
当
た
り
面
積
等
）、
政
策

評
価
（
住
民
満
足
度
等
）、環
境
対
応

度
評
価
（L

C
C

O
2

値
、ア
ス
ベ
ス
ト

の
処
理
状
況
等
）
が
考
え
ら
れ
る
。

❸
Ｐ
Ｒ
Ｅ
戦
略
の
基
本
方
針
の
策
定

　

次
の
ス
テ
ッ
プ
で
は
、
❷
で
行
っ

た
有
効
利
用
度
評
価
の
結
果
を
踏
ま

え
、
そ
の
地
方
公
共
団
体
に
お
け
る

今
後
の
不
動
産
の
保
有
・
利
用
に
関

す
る
基
本
方
針
（
遊
休
資
産
の
取
り

扱
い
、
新
規
に
資
産
取
得
を
行
う
場

合
の
対
応
方
針
等
）
を
検
討
す
る
。

そ
の
上
で
、
不
動
産
の
保
有
・
利
用

形
態
の
最
適
化
に
向
け
た
目
標
を
設

定
す
る
。
な
お
、
こ
の
ス
テ
ッ
プ
で

は
総
合
計
画
や
首
長
の
選
挙
公
約
等

〈
筆
者
略
歴
〉

　

㈱
日
本
総
合
研
究
所

　

総
合
研
究
部
門　

副
主
任
研
究
員
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‐
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京
都
大
学
大
学
院
工
学
研
究
科
修
士
課

程
修
了
。

平
成
14
年　

株
式
会
社
日
本
総
合
研
究

所
に
入
社
、
現
在
に
至
る
。

専
門
分
野
は
、
Ｐ
Ｆ
Ｉ
／
Ｐ
Ｐ
Ｐ
、
都

市
開
発
、
地
域
振
興
、
行
財
政
改
革
等

に
関
す
る
調
査
・
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
。

日置　春奈
（ひおき　はるな）


